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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高　　　　　　　　　（千円） 6,325,585 39,978,314

経常利益（△は経常損失）（千円） △313,635 1,168,215

四半期（当期）純利益（△は四半期

純損失）　　　　　　　　（千円）
△230,113 86,625

純資産額　　　　　　　　（千円） 14,457,130 14,739,532

総資産額　　　　　　　　（千円） 43,829,815 42,697,465

１株当たり純資産額　　　　（円） 422.93 431.15

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（△は１株当たり四半期純損失金

額）　　　　　　　　　　　（円）

△6.73 2.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額　　　　（円）
－ －

自己資本比率　　　　　　　（％） 33.0 34.5

営業活動による

キャッシュ・フロー　　　（千円）
△645,742 △1,133,160

投資活動による

キャッシュ・フロー　　　（千円）
△1,471,050 △115,180

財務活動による

キャッシュ・フロー　　　（千円）
29,867 948,406

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高　　　　　　　　（千円）
2,326,863 4,413,789

従業員数　　　　　　　　　（人） 857 850

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 857 

　（注）　従業員数は、就業人員であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 581 

　（注）　従業員数は、就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)受注実績

区分
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日）

建設事業（千円） 9,367,928

不動産事業（千円） 203,317

その他の事業（千円） 769,292

合計（千円） 10,340,538

(2）売上実績

区分
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日）

建設事業（千円） 5,460,503

不動産事業（千円） 203,317

その他の事業（千円） 661,763

合計（千円） 6,325,585

　（注）１．上記金額には消費税等に相当する額は含まれておりません。

　２．当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

(3）売上にかかる季節的変動について

　建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著し

く多くなるといった季節的変動があります。
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりです。

①　受注高、売上高、繰越高

　期　別 種類別 期首繰越高
（千円）

期中受注高
（千円） 計（千円） 期中売上高

（千円）
期末繰越高
（千円）

 建設事業      

当第１四半期累計期間 　土木 16,372,703 4,837,039 21,209,742 2,194,336 19,015,405

（自　平成20年 　建築 14,480,418 3,875,422 18,355,840 3,642,671 14,713,169

　　　４月１日 計 30,853,121 8,712,462 39,565,583 5,837,007 33,728,575

　至　平成20年 不動産事業 － 115,936 115,936 115,936 －

　　　６月30日） その他事業 － 258,905 258,905 258,905 －

 合計 30,853,121 9,087,303 39,940,424 6,211,849 33,728,575

 建設事業      

前事業年度 　土木 8,879,419 24,820,931 33,700,351 17,327,647 16,372,703

（自　平成19年 　建築 11,081,993 21,326,960 32,408,953 17,928,535 14,480,418

　　　４月１日 計 19,961,413 46,147,891 66,109,304 35,256,183 30,853,121

　至　平成20年 不動産事業 － 430,136 430,136 430,136 －

　　　３月31日） その他事業 － 1,073,757 1,073,757 1,073,757 －

 合計 19,961,413 47,651,784 67,613,197 36,760,076 30,853,121

　（注）１．前事業年度以前に受注したもので契約の更改により契約金額に変更があるものについては、期中受注高にそ

の増減額を含んでおります。したがって期中売上高にもかかる増減額が含まれております。

２．期末繰越高は（期首繰越高＋期中受注高－期中売上高）であります。

②　受注工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

当第１四半期

会計期間

(自　平成20年4月１日

至　平成20年6月30日)

土木工事 2,751,722 2,085,316 4,837,039

建築工事 197,813 3,677,609 3,875,422

計 2,949,536 5,762,925 8,712,462

③　完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

当第１四半期

会計期間

(自　平成20年4月１日

至　平成20年6月30日)

土木工事 1,889,057 305,278 2,194,336

建築工事 307,279 3,335,391 3,642,671

計 2,196,337 3,640,670 5,837,007

　（注）１．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

　　　　　　ます。

当第１四半期会計期間 社会福祉法人　心友会 610百万円

　

　10.5％

　　　　２．完成工事高のうち主なものは、次のとおりであります。

当第１四半期会計期間　請負金額４億円以上の主なもの

社会福祉法人　心友会 介護老人保健施設　汐彩の郷新築工事　

東北地方整備局 山元海岸S２号突堤工事 

④　繰越工事高（平成20年6月30日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

土木工事 15,824,022 3,191,382 19,015,405

建築工事 1,510,007 13,203,162 14,713,169
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区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

計 17,334,030 16,394,545 33,728,575

　（注）　繰越工事のうち請負金額10億円以上の主なもの

新潟県 鵜川ダム本体建設工事 平成30年３月完成予定

中日本高速道路(株) 第二東名高速道路　乙川橋工事 平成23年11月完成予定

(医)社団浅ノ川 (仮称)金沢脳神経外科病院新築工事 平成20年10月完成予定
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1)業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰に加え、原材料価格の上昇によるコスト高によ

り、企業収益は悪化し、景気の減速感が強まりつつあります。

　このような経営環境のなか、当社グループは事業の一層の伸張を期して鋭意事業活動を展開してまいりました結

果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高63億25百万円、経常損失3億13百万円となりました。しかし、棚卸資産

の評価に関する会計基準の適用に伴い簿価切下げ額57百万円を特別損失に計上したため、四半期純損失は2億30百万

円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

（建設事業）

　建設事業におきましては、親会社における期初の繰越高が多かったため、売上高は54億60百万円、営業損失は3億

81百万円となりました。

　なお、当社グループの主たる事業であります建設事業におきましては、通常の営業形態として完成工事高が下半

期、特に第４四半期に偏るという季節的変動要因があります。

（不動産事業）

　不動産事業におきましては、分譲宅地の販売が増加したため、売上高は2億3百万円、営業損失は47百万円となり

ました。

（その他の事業）

　その他の事業におきましては、昨年からのアスファルト合材等の好調な販売が継続しており、売上高は6億61百

万円、営業利益は1億23百万円となりました。

(2)キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

20億86百万円減少し、23億26百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度において売上高が少なく、次期繰越高が多かったことか

ら、仕掛工事の進捗に伴う未成工事支出金等の増加額が、売上債権の回収額を大きく上回ったため、6億45百万円

の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資である賃貸用マンションの建設による支出と、取引先への貸付

けにより、14億71百万円の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入が、配当金の支払いを若干上回ったことにより29

百万円の増加となりました。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

(4)研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は、３百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、拡充についての重要な　

　変更は次のとおりであります。なお、除却等について重要な変更はありません。

　その他の事業において、提出会社の機械装置（アスファルトプラント設備、投資予定金額84,000千円）の新規

入替を行う予定でありましたが、許可申請の遅れにより入替完了予定が平成20年5月から平成20年12月に延期

しております。

②当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内
容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円) 着手 完了

植木不動産

㈱　

新潟県

長岡市　

不動産事業

　

賃貸マン

ション　
917 872 自己資金

平成20年

　４月

平成20年

　８月
－　

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 137,000,000

計 137,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,367,644 34,367,644
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 34,367,644 34,367,644 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日　
－ 34,367,644 － 5,315,671 － 5,359,413

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      181,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   33,880,000 33,880 －

単元未満株式 普通株式      306,644 － －

発行済株式総数 34,367,644 － －

総株主の議決権 － 33,880 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」には(財)証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数３個）含まれており

ます。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社　植木組
新潟県柏崎市新橋

２番８号
181,000 － 181,000 0.52

計 － 181,000 － 181,000 0.52

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年

4月 5月 6月

最高（円） 130 158 229

最低（円） 117 130 133

　（注）　東京証券取引所市場第一部における市場相場を記載しております。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金預金 2,388,474 4,475,399

受取手形・完成工事未収入金等 10,860,999 12,911,244

販売用不動産 ※5
 1,430,497

※5
 1,503,731

商品 3,874 3,899

原材料 70,931 80,379

未成工事支出金等 9,796,623 5,662,716

その他 2,068,140 1,894,132

貸倒引当金 △41,336 △62,593

流動資産合計 26,578,205 26,468,910

固定資産

有形固定資産

土地 ※5
 7,912,277

※5
 7,855,547

その他（純額） ※1
 5,137,355

※1
 4,291,298

有形固定資産計 13,049,632 12,146,846

無形固定資産 ※4
 437,046

※4
 461,031

投資その他の資産

その他 4,298,024 4,153,555

貸倒引当金 △533,094 △532,879

投資その他の資産計 3,764,929 3,620,675

固定資産合計 17,251,609 16,228,554

資産合計 43,829,815 42,697,465

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 11,335,194 11,043,810

短期借入金 6,591,536 6,539,536

未払法人税等 24,635 596,235

未成工事受入金 3,345,171 1,416,900

引当金

賞与引当金 － 254,550

役員賞与引当金 － 8,368

完成工事補償引当金 63,899 22,056

工事損失引当金 122,216 119,673

訴訟損失引当金 429,903 429,903

その他 628,004 253,753

流動負債合計 22,540,561 20,684,789

固定負債

社債 300,000 300,000

長期借入金 2,365,970 2,250,854

引当金

退職給付引当金 2,037,938 2,023,017

役員退職慰労引当金 327,668 513,489

債務保証損失引当金 201,283 204,059

その他 1,599,263 1,981,722

固定負債合計 6,832,122 7,273,142

負債合計 29,372,684 27,957,932
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 5,315,671 5,315,671

資本剰余金 5,359,413 5,359,413

利益剰余金 4,321,935 4,688,795

自己株式 △39,045 △38,543

株主資本合計 14,957,974 15,325,336

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 110,448 25,487

土地再評価差額金 △611,292 △611,292

評価・換算差額等合計 △500,843 △585,804

純資産合計 14,457,130 14,739,532

負債純資産合計 43,829,815 42,697,465
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

売上高 ※2
 6,325,585

売上原価 5,760,438

売上総利益 565,147

販売費及び一般管理費 ※1
 877,583

営業損失（△） △312,436

営業外収益

受取利息 2,815

受取配当金 15,376

その他 13,364

営業外収益合計 31,556

営業外費用

支払利息 30,640

その他 2,115

営業外費用合計 32,756

経常損失（△） △313,635

特別利益

前期損益修正益 29,611

固定資産売却益 855

その他 275

特別利益合計 30,742

特別損失

前期損益修正損 578

固定資産除却損 1,079

販売用不動産評価損 57,247

その他 1,428

特別損失合計 60,335

税金等調整前四半期純損失（△） △343,228

法人税等 ※3
 △113,114

四半期純損失（△） △230,113
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △343,228

減価償却費 117,286

のれん償却額 5,872

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21,042

賞与引当金の増減額（△は減少） △254,550

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,368

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 41,843

工事損失引当金の増減額（△は減少） 2,542

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,920

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △185,820

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △2,776

受取利息及び受取配当金 △18,192

支払利息 30,640

売上債権の増減額（△は増加） 2,050,245

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △4,133,907

たな卸資産の増減額（△は増加） 9,256

仕入債務の増減額（△は減少） 291,383

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,931,029

その他 427,507

小計 △45,358

利息及び配当金の受取額 18,192

利息の支払額 △31,054

法人税等の支払額 △587,522

営業活動によるキャッシュ・フロー △645,742

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,016,615

有形固定資産の売却による収入 1,577

投資有価証券の取得による支出 △22,565

貸付けによる支出 △440,000

貸付金の回収による収入 6,955

その他 △402

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,471,050

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △32,884

自己株式の取得による支出 △502

配当金の支払額 △136,746

財務活動によるキャッシュ・フロー 29,867

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,086,925

現金及び現金同等物の期首残高 4,413,789

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,326,863
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　会計処理基準に関する事項

の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として個別法による

原価法によっておりましたが、当第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日）が適用されたこ

とに伴い、主として個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算

定しております。

これにより、税金等調整前四半期純損失

が57百万円増加しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会

計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積もり、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。

　なお、法人税、住民税及び事業税と法人税

等調整額を一括し「法人税等」として表示

しております。

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社の機械装置については、従来、耐用年

数を５～15年としておりましたが、減価償却資産の耐用年

数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機として、経

済的耐用年数を見直した結果、当第１四半期連結会計期間

より６～17年に変更しました。

　これにより、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期

純損失は、それぞれ934千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 9,646,110千円 ※１　有形固定資産減価償却累計額 9,572,144千円

　２　偶発債務

（保証債務）　

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。

㈱ホテル小柳 201,283千円

㈱平間環境 61,500 

計 262,783千円

　２　偶発債務

（保証債務）　

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。

㈱ホテル小柳 204,059千円

㈱平間環境 66,000 

計 270,059千円

　３　受取手形裏書譲渡高 10,662千円 　３　受取手形裏書譲渡高 24,194千円

※４　無形固定資産にはのれんが32,635千円含まれており

　　　ます。なお、のれん及び負ののれんは相殺して計上

　　　しております。相殺前ののれん及び負ののれんの金

　　　額は次のとおりであります。

のれん 45,847千円

負ののれん △13,212千円

※４　無形固定資産にはのれんが38,507千円含まれており

　　　ます。なお、のれん及び負ののれんは相殺して計上

　　　しております。相殺前ののれん及び負ののれんの金

　　　額は次のとおりであります。

のれん 53,505千円

負ののれん △14,997千円

※５　所有目的変更のため、流動資産の「販売用不動産」

　　　で保有していた土地6,729千円を固定資産の「土

　　　地」へ振替えております。

※５　所有目的変更のため、流動資産の「販売用不動産」

　　　で保有していた土地18,721千円を固定資産の「土

　　　地」へ、また固定資産の「土地」で保有していた土

　　　地40,115千円を流動資産の「販売用不動産」へ振替

　　　えております。

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

      とおりであります。

従業員給料手当 343,171千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,335 

※２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

　　業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

　　期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結

　　会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

　　に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多

　　くなるといった季節的変動があります。　

※３　税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に

　　特有の会計処理を適用しているため、法人税、住民税

　　及び事業税と法人税等調整額を一括し「法人税等」と

　　して表示しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

　対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　（平成20年６月30日現在）

現金預金勘定 2,388,474千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △61,610 

現金及び現金同等物 2,326,863千円

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 34,367,644株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 184,391株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 136,746 4.0 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

　

　

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社植木組(E00179)

四半期報告書

19/24



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（平成20年4月1日～平成20年6月30日）

 
建設事業

（千円）

不動産事業

（千円）

その他の事業

（千円）
計（千円）

消去又は全社

（千円）

連結

（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,460,503 203,317 661,763 6,325,585 － 6,325,585

(2）セグメント間の内部売上高又は
振替高

2,727 5,769 43,526 52,023 (52,023) －

 計 5,463,231 209,086 705,290 6,377,609 (52,023) 6,325,585

営業利益（△は営業損失） △381,937 △47,966 123,640 △306,263 (6,172) △312,436

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な内容

建設事業　：建築・土木その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の売買、賃貸等に関する事業

その他の事業：建材製造販売等の事業、ソフトウエアの開発及び販売、有料老人ホームの運営、ゴルフ場　　　　

　

　　　　　　　の運営等の事業、産業廃棄物処理施設の賃貸事業等

３．追加情報

「追加情報」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間から機械装置の耐用年数を変更しております。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「建設事業」で営業損失が186千円減少し、「不動産事

業」で営業損失が24千円増加、また、「その他の事業」で営業利益が1,096千円減少しております。

【所在地別セグメント情報】

　在外連結子会社がないため該当事項はありません。

【海外売上高】

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 422.93円 １株当たり純資産額 431.15円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 6.73円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純損失（千円） 230,113

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 230,113

期中平均株式数（千株） 34,185

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２０年　８月１２日

株式会社植木組

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田辺　進二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井口　　誠　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社植木組の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社植木組及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

　　　　　しております。　

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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